
③

④

②

③

④

⑥

⑦

23.（ ）

24.（ ）

⑤

⑦

⑩

⑪

⑫

　検査済番号：

（ 1. 計画決定　2. 事業決定：名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幅員　 　　　　m　）

②
地
域
・
地
区
・
街
区

　1.土地区画整理法に基づく制限　（　有　・　無　）　

土地区画整理事業　　計画有　　・　施行中　　（　仮換地　　・　換地　　・　保留地　）

名称：

仮換地指定　（　未　・　済　　：　　      　　　　年　　　　月　　　　日）

48.土地収用法

③

⑨

※ただし前面道路により上記容積率がさらに制限

→　道路幅員約　　　　　　    　ｍ　×　　　　　    　　/　10　×　100％　＝　　　　　    　    　％

④

6.景観法

47.全国新幹線鉄道整備法

31.近畿圏の保全区域の整備に関する
法律

38.津波防災地域づくりに関する法律

外壁の後退 （ 有 ・ 無 ）

敷地面積の最低限度 （　有　・　無　）       　     　㎡ ⑧ 建築協定

      建築基準法第53条第3項第2号に基づく角地の指定　かつ　防火地域内の耐火建築物　　　　　　　％

      防火地域内の耐火建築物である　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

      （指定建蔽率80％）本物件は防火地域内の耐火建築物であることから、建蔽率の制限なし

（ 有 ・ 無 ）

壁面線の制限

      建築基準法第53条第3項第2号に基づく角地の指定　　　　　　％

日影による中高層の建築物の制限 （　有　・　無　）　（　　　　　種）　　　　　　ｈ　　-　　　　　　　ｈ　　測定高　　　　　　　　ｍ

私道の変更または廃止の制限

建物の高さ制限
　　１.絶対高さ制限（　有　・　無　）　（　　10m　　・　　12m　　・　　　　　　　m　　）

　　２.道路斜線制限（　有　・　無　）     ３.隣地斜線制限（　有　・　無　）     ４.北側斜線制限（　有　・　無　）

26.マンションの建替え等の円滑化に
関する法律 43.森林法

14.近畿圏の近郊整備区域及び都市開
発区域の整備及び開発に関する法律

地方公共団体の条例等による制限

建築物の延床面積
の

敷 地 面 積 に 対 す る
割 合 の 限 度
（ 容 積 率 ）

  指定容積率　　　　　　　　％　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　）

（ 有 ・ 無 ） ⑥

15.流通業務市街地整備法

7.大都市地域における住宅及び住宅地
の供給の促進に関する特別措置法

36.特定都市河川浸水被害対策法

37.海岸法

8.地方拠点都市地域の整備及び産業業
務施設の再配置の促進に関する法律

22.住宅地区改良法

23.公有地拡大推進法

9.被災市街地復興特別措置法

17.特定防災街区整備地区

（  　有　 ・　  無 　）　

40.地すべり等防止法

19.臨港地区

18.建築協定区域

24.農地法

10.新住宅市街地開発法 25.宅地造成及び特定盛土等規制法 41.急傾斜地法

16.都市再生特別地区

15.駐車場整備地区

14.高層住居誘導地区

  指定建蔽率　　　　　　　　％

12.特例容積率適用地区

11.地区計画区域

10.災害危険区域

3.新たな防火規制区域

2.準防火地域

1.防火地域

　　特別用途地区

21.生産緑地地区

20.緑化地域

建 築 面 積 の
敷 地 面 積 に 対 す る
割 合 の 限 度
（ 建 蔽 率 ）

4.建築基準法第22条区域

5.高度地区 (                               ）

6.高度利用地区

7.特定街区

8.景観地区

22.特定用途誘導地区

②

m

（　有　・　無　）

市街地開発事業

条例による制限≪路地状敷地（敷地
延長）の制限、すみ切りの制限規定等≫

（ 無 ・ 有 → ）

　路地状部分の長さ　　    　　　ｍ　　・　路地状部分の幅員　　    　　　ｍ

市街化調整区域の場
合開発行為・旧住宅
地造成事業法の許可
等

有　・　無

都市計画施設

号

号

接
面
道
路

道
路
の
種
類

① 道路法による道路（法第42条第1項第1号道路）
② 都市計画法、土地区画整理法、旧住宅地造成事業法、都市再開発法、
新都市基盤整備法、大都市法、密集市街地整備法による道路（法第42条
第1項第2号道路）
③ 既存道（都市計画区域・準都市計画区域の指定・変更、条例の制定・改
正により建築基準法第3章適用の際に現に存する道）（法第42条第1項第3
号道路）
④ 道路法、都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、新都市基盤整
備法、大都市法、密集市街地整備法の事業による計画道路
（2年以内に事業が執行予定、特定行政庁の指定あり）（法第42条第1項第
4号道路）

⑤ 土地を建築物の敷地として利用するため、上記1～4の法によ
らないで道を築造しようとする者が特定行政庁から指定を受けた
もの（位置指定道路）（法第42条第1項第5号道路）
⑥ 上記3の既存道適用時に、現に建築物が立ち並んでいる幅員
が4m（または6m）未満のもので特定行政庁が指定したもの（法第
42条第2項道路）
⑦ （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　）
⑧ 建築基準法上の道路に該当しない通路（原則として建築確認
不可）

１.都市計画道路

　完了公告：

　許可番号：

（ ）

 無 ・ 有／SBする部分の面積：            　 ㎡4. 側　既存宅地番号：

１.　都市計画法、建築基準法等の法令に基づく制限の概要

① 区 域 区 分
１.都市計画区域内 （　1. 市街化区域　　　2. 市街化調整区域　　　3. 区域区分のされていない区域 ）

２.都市計画区域外 　（　　準都市計画区域の指定　　　有　・　無　　）

幅  員

m

接道方向

1. 側

2. 側

3. 側

公道・私道の別

公道  ・ 私道

公道  ・ 私道

種  類

下記種類       番

m

2.古都保存法

5.特定空港周辺特別措置法

4.生産緑地法 33.水防法

46.踏切道改良促進法

56.地域再生法

57.高齢者、障害者等の移動等の円滑
化の促進に関する法律

39.砂防法

道路境界線後退（セットバック）による
建築確認対象面積の減少

（ 金額： 未定 ・ 確定 ／金 円 ） （ 帰属先 ： 売主 ・ 買主 ）

⑤ 仮換地図等　（　有　・　無　）

建 築 等 の 制 限 （ 有 ・ 無 ）

清算金の徴収・交付　（　有　・　無　・　未定　）　　　　　→　　　　　有の場合　　　（　徴収　・　交付　）

下記種類       番

下記種類       番

下記種類       番 m

（仮）換地・保留地の街区番号等：

17.沿道整備法

18.集落地域整備法

19.密集市街地における防災街区の整
備の促進に関する法律 34.下水道法

接道の長さ

m

道路位置指定（道路の種類5番）

　　　  　年　　　月　　　日 / 第　　　　　　　号

m

①

換地処分の公告

28.都市公園法

21.港湾法

m

m

3.都市緑地法

公道  ・ 私道

20.地域における歴史的風致の維持及
び向上に関する法律

35.河川法

6.第2種住居地域 11.準工業地域

2.第2種低層住居専用地域 7.準住居地域 12.工業地域

10.商業地域

9.近隣商業地域

8.田園住居地域 13.工業専用地域

14.用途地域の指定なし

3.第1種中高層住居専用地域

4.第2種中高層住居専用地域

5.第1種住居地域

号

号

9.風致地区

２.その他の都市計画施設 （ ）

年　　　月　　　日

年　　　月　　　日

年　　　月　　　日

年　　　月　　　日

①
用
途
地
域

1.第1種低層住居専用地域

不動産調査票（区分所有建物用 ①） （調査・確認日：                    年              月                日）

（１）　都市計画法に基づく制限 （窓口名・担当者名：                                                                                            ）

（２）　建築基準法に基づく制限 （窓口名・担当者名：                                                          ） （※法：建築基準法）

　⑬　敷地等と道路との関係 （窓口名・担当者名：                                                                                            ）

（３）　都市計画法、建築基準法以外の法令に基づく制限 （窓口名・担当者名：                                                   ）

年 月 日 ( 予 定 )

13.特定用途制限地域

公道  ・ 私道

16.都市再開発法

11.新都市基盤整備法 42.土砂災害防止対策推進法

12.旧市街地改造法
（旧防災建築街区造成法において準用
する場合に限る。） 44.森林経営管理法

13.首都圏の近郊整備地帯及び都市開
発区域の整備に関する法律

45.道路法 61.重要土地等調査法

27.長期優良住宅の普及の促進に関
する法律

62.地域における生物の多様性の増進
のための活動の促進等に関する法律29.自然公園法

30.首都圏近郊緑地保全法

49.文化財保護法

50.航空法　（自衛隊法準用）

32.都市の低炭素化の促進に関する法
律

51.国土利用計画法

52.核原料物質、核燃料物質及び原子
炉の規制に関する法律

53.廃棄物の処理及び清掃に関する法
律

54.土壌汚染対策法

55.都市再生特別措置法

58.災害対策基本法

59.東日本大震災復興特別区域法

60.大規模災害からの復興に関する法
律



５.　一棟の建物またはその敷地に関する権利およびこれらの管理・使用に関する事項

宅地造成及び特定盛土等規制法 造成宅地防災区域

1. 津波災害警戒区域

（１）　敷地に関する権利の種類および内容

実測面積：　　　        　　　　㎡ 登記簿面積：　　　　　　        　㎡ 建築確認の対象面積：　　　　  　        　　㎡

１２.　住宅性能評価を受けた新築住宅である場合　（    該当する    ・    該当しないので説明を省略します    ）

権利の種類 1. 所有権　    　2. 借地権　　（　  地上権　  ・  　賃借権  　）

敷地面積

　未完成物件または新規物件に該当しないので、説明を省略します

私設管の有無　（　  有  　・  　無  　）

埋設管    ・    側溝    ・    浸透式

（　　　　　   　ガス）

5. 浸 透 式

※借地契約の内容等は、別紙「借地説明書」で説明すること。

借地権の場合 対象面積：　　　　　　        　㎡　　  （　  登記簿　  ・　  実測  　）

2. 私営水道 敷地内引込管　（　  有  　・　  無  　）

個別浄化槽の
放流先

前面道路配管　（　  有  　・  　無　  ）

利用の 条件等

②電   気

小売電気
事業者名

特定の電力小売事業者と供給契約を締結しなければ
ならない場合、その事業者の連絡先等

（ 有 ・ 無 ）

年 月 頃
円

住所：

（窓口名・担当者名：                                         ）

建 築 確 認 （ 新 築 時 ）

検 査 済 証 （ 新 築 時 ）

登録住宅性能評価機関による住宅性能評価書の交付の有無

③ガ   ス

（ 有 ・ 無 ）

年 月 頃
円

１０.　石綿（アスベスト）使用調査の内容

敷地内引込管　（　  有　  ・　  無　  ）

照会先
　・　売主　　・　管理会社（　　　　　　　　　　　　    　　　　）　　・　施工会社（　　　　　    　　　　　　　　　　　）
　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           　　　　　）

※プロパンガスの場合宅地内配管設備等の所有権は
プロパンガス販売業者に（　  有　  ・  　無　  ）

９.　当該宅地建物が津波災害警戒区域内か否か

2.個別プロパン

3.集中プロパン

1.都市ガス 前面道路配管　（　  有  　・　  無  　）

1. 公 共 下 水

5

1. 公 共 下 水 前面道路配管　（　  有  　・  　無  　）

※管理関係重要事項調査・管理規約等  依頼日：                      年                  月                日

※管理会社名・連絡先・担当者名：

所有者

建築基準法第42条第2項により後退（セットバック）する面積

６.　建築確認・検査済証の交付年月日・番号等 （窓口名・担当者名：                                                                ）

年 月 日 号

年 月 日 号

○建物状況調査の結果の概要(既存住宅のとき)はあるか？
○増・改築などがあるか？
○定期調査・定期検査報告書、同報告概要書はあるか？

配  管  等  の  状  況

1. 公営水道

（４）　その他

○ 「建物の区分所有等に関する法律」の規定および管理規約・使用細則等により、当該建物・敷地・付属施設の管理・使用
方法等が定められていますので、買主はそれを売主から継承し遵守しなければなりません。（２）　対象不動産に含まれない私道に関する事項　（　  有　  ・  　無  　）

負担面積 （　有　・　無　）　（持分　　　　　        　　　　）

（３）　建物の維持修繕の実施状況の記録

不動産調査票（区分所有建物用 ②）

（１）　対象不動産に含まれる私道に関する負担の内容

共用部分負担金の有無 　（　  有  　・  　無  　）

専有部分（売買対象部分）

調査日

１１.　耐震診断の内容　（    該当する    ・    該当しないので説明を省略します    ）

耐震診断の有無

外　　・　　内

津波防災地域づくり法
外　　・　　内

2. 津波災害特別警戒区域 外　　・　　内

2. 建 設 住 宅 性 能 評 価 書

（　有　　・　　無　）

（　有　　・　　無　）

1. 設 計 住 宅 性 能 評 価 書

有　　・　　無

住居表示

地番

所有者
(名義)

家屋番号

2. 土砂災害特別警戒区域 外　　・　　内

◆◇ （物件名： ）使用欄 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

　　　（　  有　  ・　  無  　）　

土砂災害防止対策推進法
1. 土砂災害警戒区域 外　　・　　内

石綿使用調査結果の記録の有無

（　  有　  ・  　無  　）

（  　有　  ・  　無  　）

管理組合の名称

管 理 の 形 態

（２）　管理組合の名称および管理の委託先

１. 全部委託管理　　    　２. 一部委託管理　　    　３. 自主管理

住    所

氏    名

      　　　  　    年　  　　  　月    　　　　日まで 月額　　　　    　　　円借地権の存続期間 区分所有者の負担額（地代）

3. 集 中 浄 化 槽

4. 側 溝 等

⑤雑排水

（ 有 ・ 無 ）

年 月 頃
円

直ちに利用可能な施設 施設の整備予定及び負担金等

①飲用水
（ 有 ・ 無 ）

年 月 頃
円3. 井戸 私設管の有無　（　  有　  ・　  無  　）

４.　宅地造成または建物建築の工事完了時における形状・構造等　 （対象不動産が未完成物件・新規物件のとき）

　別紙にて説明します

浄化槽の設置　（　既設　  ・　  可　  ・  　不可　）

管理委託先

名称

所在

マンション管理適正化法による登録番号 第　　　　　　　　　　    　　　　　号国土交通大臣

電話

備考

㎡　

2. 個 別 浄 化 槽

２.　私道に関する負担等に関する事項 （窓口名・担当者名：                                                                              ）

３.　飲用水・電気・ガスの供給施設および排水施設の整備状況

④汚   水

（ 有 ・ 無 ）

年 月 頃
円

3. 集 中 浄 化 槽

担当者名

７.　当該宅地建物が造成宅地防災区域内か否か

８.　当該宅地建物が土砂災害警戒区域内か否か

連絡先：

4. 汲 取 式

前面道路配管　（  　有  　・　  無  　）

2. 個 別 浄 化 槽 私設管の有無　（　  有　  ・　  無  　）


